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できた。すなわち，1980 年代には，国営企業に “経営自主権” のないことが問題とさ
れ，各企業に経営自主権を与える「放権譲利」が実施された。また “所有と経営の分
離” が必要として「経営請負制」が導入された。さらに 1990 年代に入ると，所有権
の明確化と政経分離の確保に向けて「国営企業の会社化」（これ以降，これまでの “国











るのか，それとも未だ非効率な “お荷物” であるのか，2 つの見方が併存している。
2．生産性をどう測るか：Hsieh and Song の議論から
　 2000 年代半ば以降，中国工業統計の個票データである「工業企業データベース」
を利用し，「企業レベルの生産性」を計測した研究が盛んに行われた。各企業の “総








かのパラメータに関して “理論モデルと整合的な値” を想定する “カリブレーショ


















集計レベルの国有・民間 TFP の格差（両者の対数差をとった国有企業の “相対





ンスログ型を使用），Hsieh and Song （2015）の結果と比較した。以下の「Hsieh and 
Song とほぼ同様の結果」，および「異なる and/or 新たな結果」が得られた。
＜ Hsieh and Song とほぼ同様の計測結果＞
⑴　国有企業の TFP は，1998 年は民間の 47 ％，2007 年は 68 ％。
⑵　「抓大」の格差縮小効果が大きく，「放小」の効果は小さかった。
＜異なる and/or 新たな計測結果＞




⑷　 2007 年と 2010 年を比べてみると，格差は拡大していた。リーマンショック後の
「4 兆円対策」が国有企業をスポイルする結果になったなどと論じることも出来
そうであるが，先述のデータ制約により，この時期の研究蓄積は十分でなく，精
査が必要。
　以上，中国において国有企業の改革が段階的に進められる中で，ミクロデータを利
用した実証研究が重ねられてきた点を紹介しながら，報告者による新たな計測結果等
に関して説明が行われた。
（文責：林　尚志）
